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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可撓性容器内に液体が充填された複数の被検査物を搬送する搬送手段と、
　前記搬送手段に対して前記複数の被検査物を順次出し入れ自在に収容する密閉容器と、
　前記密閉容器内の空気を吸引して前記複数の被検査物の容器外壁を膨大させるに十分な
減圧を行う減圧手段と、
　前記減圧過程における前記容器外壁の膨大寸法を測定する測定手段と、
　前記容器外壁の膨大寸法によって容器の良否を判定する演算処理手段とを有し、
　前記密閉容器が複数配置され前記搬送手段に対して交互又は順次接続され、前記複数の
被検査物が前記密閉容器内に順次収容され、また、前記複数の被検査物が前記密閉容器内
から前記搬送手段に排出される容器の検査装置において、
　前記被検査物における前記可撓性容器の密封不良と容器内のエア混入過多を検査するに
際して、
　前記複数の被検査物を前記複数の密閉容器の一の内部に収容し、該一の密閉容器内の空
気を前記減圧手段により吸引して前記被検査物の容器外壁を膨大させるに十分な減圧を行
うとともに、前記測定手段により前記容器外壁の膨大寸法を測定し、前記演算処理手段に
より前記複数の被検査物の各々の良否を判定することを特徴とする容器の検査方法。
【請求項２】
　前記複数の被検査物の良否の判定が、前記減圧過程の所定の減圧値における前記容器外
壁の膨大寸法を測定して予め定めた閾値と対比して行われる請求項１に記載の容器の検査
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方法。
【請求項３】
　前記減圧に関する到達減圧設定値が大気圧マイナス９４ないし１００ｋＰａである請求
項１又は２に記載の容器の検査方法。
【請求項４】
　前記容器の膨大寸法を測定する減圧の前に、前記複数の被検査物に対して予備的な減圧
及び復元が行われる請求項１ないし３のいずれか１項に記載の容器の検査方法。
【請求項５】
　可撓性容器内に液体が充填された複数の被検査物を搬送する搬送手段と、
　前記搬送手段に対して前記複数の被検査物を順次出し入れ自在に収容する密閉容器と、
　前記密閉容器内の空気を吸引して前記複数の被検査物の容器外壁を膨大させるに十分な
減圧を行う減圧手段と、
　前記減圧過程における前記容器外壁の膨大寸法を測定する測定手段と、
　前記容器外壁の膨大寸法によって容器の良否を判定する演算処理手段とを有し、
　前記密閉容器が複数配置され前記搬送手段に対して交互又は順次接続され、前記複数の
被検査物が前記密閉容器内に順次収容され、また、前記複数の被検査物が前記密閉容器内
から前記搬送手段に排出される容器の検査装置であって、
　前記複数の被検査物を前記複数の密閉容器の一の内部に収容し、前記測定手段により前
記容器外壁の膨大寸法を測定し、前記演算処理手段により前記複数の被検査物の各々の良
否を判定する
　ことを特徴とする容器の検査装置。
【請求項６】
　前記測定手段が前記減圧過程の所定の減圧値における前記容器外壁の膨大寸法を測定す
るものであり、前記演算処理手段が前記測定値と予め定めた閾値と対比するものである請
求項５に記載の容器の検査装置。
【請求項７】
　前記容器に液体を充填後に容器内のエアースペースが少ないまたはエアースペースがな
い被検査物並びに容器内が陽圧でない被検査物を対象とする請求項５又は６に記載の容器
の検査装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は液体が封入された紙パックや輸液バッグ等の可撓性容器の検査方法及び装置
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば紙パックに飲料を充填する際にエアが混入することがある。容器内に過多のエア
が混入すると、充填量不足や充填飲料の劣化等商品としての不具合が発生する。
【０００３】
　この種可撓性容器内のエア混入過多を検査する手段として、液体が充填された被検査物
を密閉空間に収容して減圧し、可撓性容器外壁の膨大の有無を検出して、外壁が膨大（変
化）したときはエアの混入が過多であると判断し、変化が生じないときは良品として判定
するものが知られている（特許文献１参照。）。
【０００４】
　一方、この種可撓性容器のもう一つの問題点として、液漏れの問題がある。液漏れは、
主として容器のヒートシール不良や容器素材のピンホール等の密封不良に起因し、充填さ
れた飲料を腐敗させるため品質管理上の重大欠陥として取扱われている。
【０００５】
　この液漏れを検査する手段としては、液体が充填された被検査物を押圧することによっ
て液体の漏出の有無を検査するものが知られている。これによれば、被検査物から漏出し
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た液体が検査部の電極間を通電して漏出の有無が検査される（特許文献２参照。）。
【０００６】
　上述したように、従来では、可撓性容器におけるエア混入過多の検査と液体の漏出の検
査とが別個の異なる手法によって行われており、煩雑で非効率的ではあった。また、液漏
れを検査する手段においては漏出した液体により検査装置が汚染され、又通電の検査が正
確にできなくなるため、その都度検査装置の清掃を必要とし可撓性容器を連続して全数検
査することができなかった。
【特許文献１】特公平８－５４７１号公報
【特許文献２】特許第２６９４４８３号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　この発明は、このような状況に鑑み提案されたものであって、可撓性容器内のエア混入
過多の検査と可撓性容器の密封不良の検査とを単一の手法によって同時に行うことができ
る検査方法及び装置を提供することを目的とする。また、この発明は、可撓性容器を生産
ライン中で連続して全数検査可能とするとともに、高い検査精度を得ることができる新規
な容器の検査方法及び装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　すなわち、請求項１の発明は、可撓性容器内に液体が充填された複数の被検査物を搬送
する搬送手段と、前記搬送手段に対して前記複数の被検査物を順次出し入れ自在に収容す
る密閉容器と、前記密閉容器内の空気を吸引して前記複数の被検査物の容器外壁を膨大さ
せるに十分な減圧を行う減圧手段と、前記減圧過程における前記容器外壁の膨大寸法を測
定する測定手段と、前記容器外壁の膨大寸法によって容器の良否を判定する演算処理手段
とを有し、前記密閉容器が複数配置され前記搬送手段に対して交互又は順次接続され、前
記複数の被検査物が前記密閉容器内に順次収容され、また、前記複数の被検査物が前記密
閉容器内から前記搬送手段に排出される容器の検査装置において、前記被検査物における
前記可撓性容器の密封不良と容器内のエア混入過多を検査するに際して、前記複数の被検
査物を前記複数の密閉容器の一の内部に収容し、該一の密閉容器内の空気を前記減圧手段
により吸引して前記被検査物の容器外壁を膨大させるに十分な減圧を行うとともに、前記
測定手段により前記容器外壁の膨大寸法を測定し、前記演算処理手段により前記複数の被
検査物の各々の良否を判定することを特徴とする容器の検査方法に係る。
【０００９】
　請求項２の発明は、請求項１において、前記複数の被検査物の良否の判定が、前記減圧
過程の所定の減圧値における前記容器外壁の膨大寸法を測定して予め定めた閾値と対比し
て行われる容器の検査方法に係る。
【００１０】
　請求項３の発明は、請求項１又は２において、前記減圧に関する到達減圧設定値が大気
圧マイナス９４ないし１００ｋＰａである容器の検査方法に係る。
【００１１】
　請求項４の発明は、請求項１ないし３のいずれか１項において、前記複数の容器の膨大
寸法を測定する減圧の前に、前記被検査物に対して予備的な減圧及び復元が行われる容器
の検査方法に係る。
【００１２】
　請求項５の発明は、可撓性容器内に液体が充填された複数の被検査物を搬送する搬送手
段と、前記搬送手段に対して前記複数の被検査物を順次出し入れ自在に収容する密閉容器
と、前記密閉容器内の空気を吸引して前記複数の被検査物の容器外壁を膨大させるに十分
な減圧を行う減圧手段と、前記減圧過程における前記容器外壁の膨大寸法を測定する測定
手段と、前記容器外壁の膨大寸法によって容器の良否を判定する演算処理手段とを有し、
前記密閉容器が複数配置され前記搬送手段に対して交互又は順次接続され、前記複数の被
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検査物が前記密閉容器内に順次収容され、また、前記複数の被検査物が前記密閉容器内か
ら前記搬送手段に排出される容器の検査装置であって、前記複数の被検査物を前記複数の
密閉容器の一の内部に収容し、前記測定手段により前記容器外壁の膨大寸法を測定し、前
記演算処理手段により前記複数の被検査物の各々の良否を判定することを特徴とする容器
の検査装置に係る。
【００１３】
　請求項６の発明は、請求項５において、前記測定手段が前記減圧過程の所定の減圧値に
おける前記容器外壁の膨大寸法を測定するものであり、前記演算処理手段が前記測定値と
予め定めた閾値と対比するものである容器の検査装置に係る。
【００１４】
　請求項７の発明は、請求項５又は６において、前記容器に液体を充填後に容器内のエア
ースペースが少ないまたはエアースペースがない被検査物並びに容器内が陽圧でない被検
査物を対象とする容器の検査装置に係る。
【発明の効果】
【００１５】
　請求項１の発明に係る容器の検査方法によれば、可撓性容器内に液体が充填された複数
の被検査物を搬送する搬送手段と、前記搬送手段に対して前記複数の被検査物を順次出し
入れ自在に収容する密閉容器と、前記密閉容器内の空気を吸引して前記複数の被検査物の
容器外壁を膨大させるに十分な減圧を行う減圧手段と、前記減圧過程における前記容器外
壁の膨大寸法を測定する測定手段と、前記容器外壁の膨大寸法によって容器の良否を判定
する演算処理手段とを有し、前記密閉容器が複数配置され前記搬送手段に対して交互又は
順次接続され、前記複数の被検査物が前記密閉容器内に順次収容され、また、前記複数の
被検査物が前記密閉容器内から前記搬送手段に排出される容器の検査装置において、前記
被検査物における前記可撓性容器の密封不良と容器内のエア混入過多を検査するに際して
、前記複数の被検査物を前記複数の密閉容器の一の内部に収容し、該一の密閉容器内の空
気を前記減圧手段により吸引して前記被検査物の容器外壁を膨大させるに十分な減圧を行
うとともに、前記測定手段により前記容器外壁の膨大寸法を測定し、前記演算処理手段に
より前記複数の被検査物の各々の良否を判定するようにしたものである。このため、被検
査物の容器外壁を膨大させるに十分な減圧という単一の手法によって、容器内のエア混入
過多の検査と容器の密封不良の検査とを同時にしかも精度よく行うことができる。
【００１６】
　特に、多数の容器の検査を前記密閉容器内部で同時に行うことができ、簡易な装置で高
能力の検査を実施できる効果がある。また、複数の被検査物の検査を高能力で実施するこ
とができる。
【００１７】
　請求項２に係る発明によれば、請求項１において、前記複数の被検査物の良否の判定が
、前記減圧過程の所定の減圧値における前記容器外壁の膨大寸法を測定して予め定めた閾
値と対比して行われるものであるから、検査を精度よくかつ効率的に行うことができる。
【００１８】
　請求項３に係る発明によれば、請求項１又は２において、前記減圧に関して設定する到
達減圧設定値を大気圧マイナス９４ないし１００ｋＰａとしたことから、ある程度の剛性
を備えた可撓性容器の検査も、高度の真空により精度よくかつ効率的に行うことができる
。
【００１９】
　請求項４に係る発明によれば、請求項１ないし３のいずれか１項において、前記容器の
膨大寸法を測定する減圧の前に、前記複数の被検査物に対して予備的な減圧及び復元を予
め行うことにより、被検査物内部の充填液の状態が測定時の減圧に際して容器外壁を速や
かで明確に膨大させる状態に移行し、容器外壁の膨大寸法を短時間に正確に測定できるた
め、より高能力で精度の高い検査を行うことができる。
【００２０】
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　請求項５の発明は検査装置の発明に係り、可撓性容器内に液体が充填された複数の被検
査物を搬送する搬送手段と、前記搬送手段に対して前記複数の被検査物を順次出し入れ自
在に収容する密閉容器と、前記密閉容器内の空気を吸引して前記複数の被検査物の容器外
壁を膨大させるに十分な減圧を行う減圧手段と、前記減圧過程における前記容器外壁の膨
大寸法を測定する測定手段と、前記容器外壁の膨大寸法によって容器の良否を判定する演
算処理手段とを有し、前記密閉容器が複数配置され前記搬送手段に対して交互又は順次接
続され、前記複数の被検査物が前記密閉容器内に順次収容され、また、前記複数の被検査
物が前記密閉容器内から前記搬送手段に排出される容器の検査装置であって、前記複数の
被検査物を前記複数の密閉容器の一の内部に収容し、前記測定手段により前記容器外壁の
膨大寸法を測定し、前記演算処理手段により前記複数の被検査物の各々の良否を判定する
ことを特徴とするものであるから、可撓性容器内におけるエア混入過多の検査と密封不良
の検査とを、単一の装置によって同時にかつ精度よく行うことができる装置を提供するこ
とができる。
【００２１】
　特に、多数の容器の検査を前記密閉容器内部で同時に行うことができ、簡易な装置で高
能力の検査を実施できる効果がある。また、複数の被検査物の検査を高能力で実施するこ
とができる。
【００２２】
　請求項６に係る発明によれば、請求項５において、前記測定手段が減圧の到達減圧設定
値に至る減圧過程の所定の減圧値における前記容器外壁の膨大寸法を測定するものであり
、前記演算処理手段が前記測定値と予め定めた閾値と対比するものであるから、容器の検
査を精度よくかつ効率的に行うことができる。
【００２３】
　請求項７に係る発明によれば、請求項５又は６において、前記容器に液体を充填後に容
器内にエアースペース（空気または不活性ガスの容器内容量）が少ないまたはエアースペ
ースがない容器並びに容器内が陽圧でない被検査物を対象とする検査装置であるから、被
検査物の検査を精度よくかつ効率的に行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下添付図面の実施例に従ってこの発明を詳細に説明する。図１はこの発明の容器の検
査を実施する装置主要部の概略説明図、図２は前記減圧過程における容器外壁両側の膨大
寸法の合計値と圧力及び経過時間との関係を例示するグラフ、図３は予備減圧及び復元を
行ったときの容器外壁両側の膨大寸法の合計値と圧力及び経過時間の関係を例示するグラ
フ、図４は複数の被検査物を収容する密閉容器を利用した検査装置の実施例としての主要
部平面図、図５は図４の正面図、図６は図４の上部に配置された駆動手段の詳細を示す平
面図、図７は図４のＸ矢視図、図８は単一の被検査物を収容する密閉容器を利用した検査
装置の参考例を示す平面図、図９は図８のＹ－Ｙ主要断面図である。
【００２５】
　請求項１の発明に係る容器の検査方法は、紙パック等の可撓性容器内に飲料等の液体が
充填された被検査物における容器の密封不良と容器内のエア混入過多を検査するものであ
る。この発明の検査方法は、被検査物を密閉容器内に収容し、該密閉容器内の空気を吸引
して前記被検査物の容器外壁を膨大させるに十分な減圧を行うとともに、前記容器外壁の
膨大寸法を測定して容器の判定を行うものである。
【００２６】
　図１に示す実施例では、直方体形状の紙パックの容器に飲料を充填した被検査物Ｍを対
象として、被検査物Ｍは検査装置１０の密閉容器３０内に収容され、密閉容器３０は公知
の真空ポンプ（図示省略）を構成要素とする減圧手段４０と真空配管３５を介して連通し
ている。そして、密閉容器３０の内部の空気は、真空ポンプによって吸引され被検査物Ｍ
の容器外壁Ｋ１，Ｋ２が膨大するに十分な負圧まで減圧がなされる。
【００２７】
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　被検査物Ｍの容器外壁Ｋ１，Ｋ２の膨大寸法は、被検査物Ｍの容器外壁までの距離を測
定する公知の変位センサ等を利用した測定手段５０Ａ、５０Ｂによってそれぞれ測定し、
ケーブルＳ１，Ｓ２を介して公知の演算処理手段６０にデータを送信して密閉容器３０内
の空気減圧前後の距離の差を演算処理手段６０で算出して、被検査物Ｍの良否を判定する
。なお、本実施例では容器の両側外壁の膨大寸法が容易に計測可能であるため、両側外壁
のそれぞれの膨大寸法を算出した後、容器の両側外壁の膨大寸法を加算して容器膨大寸法
を取得し、この容器両側の膨大寸法の変化量を比較することにより検査精度を高めている
。符号３６は圧力計測装置、５１，５２は計測装置、Ｓ３はケーブルである。
【００２８】
　なお、本実施例では、直方体形状の紙パックの容器に飲料を充填した被検査物Ｍを例と
して説明するが、可撓性容器の材質はプラスチックやアルミ箔等、形状はカップ状やパウ
チの如き袋状の容器等、また、充填される液体は飲料に限定されず輸液等の如く、本発明
は各種の材質、容器形状、充填液の組合せに対して適用することができる。また、本実施
例では紙パック容器の両側外壁の膨大寸法の合計値により被検査物を検査しているが、カ
ップ状や袋状の容器等の如く容器外壁の一方向の膨大寸法しか容易に計測できない容器に
対しては、容器の一箇所の膨大寸法を計測して本発明に係る容器検査を実施することがで
きる。
【００２９】
　被検査物Ｍの検査において、液体が封入された容器中に過多なエアが混入していない被
検査物Ｍにおいても、被検査物Ｍの内部の液中には溶存空気や飲料充填時の微小な混入空
気が存在するため、減圧によってその容器外壁は膨大する。しかし、エアが過多に混入さ
れたもの及び密封不良の被検査物Ｍは、正常な被検査物即ち良品に比べて減圧値が小さい
うちから膨大が始まり、また、減圧過程の同じ減圧値における容器外壁の膨大寸法が大き
くなる。本発明は、この知見に基づいて被検査物の容器外壁を膨大させるに十分な減圧を
行い、その容器外壁の膨大寸法を測定し、予め指定した減圧値における外壁の膨大寸法を
予め設定した閾値と比較することにより、エア混入過多と密封不良の検査を同時に行うも
のである。
【００３０】
　即ち、良品、エア混入過多及び密封不良の被検査物Ｍの容器外壁は、密閉容器３０内の
減圧過程においていずれも膨大するがその膨大寸法には差異があり、また、対象とする被
検査物の容器や充填物の種類に対応して、その膨大寸法の差異が有意差を持って識別可能
な減圧の設定値（到達減圧設定値）、並びに膨大寸法を計測して閾値と比較するために好
適な減圧値（検査減圧値）が存在する。このため、対象とする被検査物に対してテストを
実施して、あらかじめ前記の適正な減圧の到達減圧設定値、膨大寸法を計測する検査減圧
値及び前記閾値を求めておき、生産時の被検査物の検査にはこれらの条件を使用して検査
を実施する。
【００３１】
　以下の図２に例示するグラフは、減圧の到達減圧設定値を大気圧マイナス９８としたと
きの減圧過程における容器外壁両側の膨大寸法の合計値と圧力及び経過時間の関係を示す
ものである。なお、ここで用いた被検査物は、縦３０ｍｍ、横４０ｍｍ、高さ８５ｍｍの
紙パック容器に乳性飲料が充填されたものを対象として、エア混入過多の被検査物は、０
．２ｃｃのエアを被検査物に意図的に注入して乳性飲料に混入させたもの、又、密封不良
の被検査物は、紙パック容器に０．２ｍｍφの穴を意図的に開けたものを利用している。
【００３２】
　図示のように、それぞれの容器外壁は密閉容器の減圧開始以降に膨大を開始するが、そ
の膨大の状況は、エア混入過多、密封不良、そして良品の順に速く膨大する。このような
容器外壁の膨大速度の差異は、エア混入過多の被検査物の容器内部において存在するエア
が周囲の圧力低下に最も早く反応して、体積を膨張させて容器外壁を膨大させるためと考
えられる。また、密封不良の被検査物においては、容器の密封不良部、この場合０．２ｍ
ｍφの穴の影響で良品より早く充填液が周囲の圧力低下に反応して液中の溶存エアを分離
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させ、この分離エアが膨張して容器外壁を膨大させるため、良品より早く膨大するものと
考えられる。なお、良品の被検査物においても、可撓性容器の外壁が周囲の負圧に引かれ
て容器内部が負圧になることにより、充填液中のエアが緩やかに分離して、密封不良の被
検査物に遅れて容器外壁を膨大させると考えられる。
【００３３】
　このため、図２において、減圧の到達減圧設定値Ｐｔとしての大気圧マイナス９８ｋＰ
ａに対して、密閉容器１０内の圧力が検査減圧値Ｐｋで示す例えば大気圧マイナス９６ｋ
Ｐａを予め被検査物の膨大寸法を計測して検査する圧力と定めて、この時の容器外壁の膨
大寸法を計測すれば、以下の如く検査対象物の良否を判定することができる。即ち、予め
検査減圧値Ｐｋにおける容器外壁の膨大寸法が良品限界寸法Ｌｒ以下を良品、良品限界寸
法Ｌｒを超えて密封不良寸法Ｌｍ以下を密封不良、密封不良寸法Ｌｍを超える膨大寸法を
示す被検査物Ｍをエア混入過多として閾値を設定すれば、膨大寸法Ｌ１、Ｌ２、Ｌ３を示
す被検査物はそれぞれ良品、密封不良、エア混入過多と識別できる。
【００３４】
　また、本発明によれば、請求項３に記載の如く密閉容器内の減圧する到達減圧設定値を
大気圧マイナス９４ｋＰａないし１００ｋＰａとしたとき、紙パック等の比較的剛性の高
い可撓性容器に対して、良品、密封不良、エア混入過多の識別が効果的に可能であった。
即ち、大気圧マイナス９４ｋＰａ未満の負圧においては、紙パック等比較的剛性の高い容
器が短時間に充分膨大しないため、効率的な被検査物の検査及び識別が困難であったと考
えられる。また、大気圧マイナス１００ｋＰａ以上の高真空での到達減圧設定値は実用上
要求されず、真空ポンプの性能、コスト等を考慮して、特に限定されないが大気圧マイナ
ス９４ｋＰａないし１００ｋＰａの範囲を、多くの被検査物に対して精度のよい検査を行
うための到達減圧設定値の領域として採用することができる。
【００３５】
　なお、前記説明において、指定した検査減圧値Ｐｋにおける被検査物Ｍの膨大寸法を閾
値と比較して良品と不良品の識別を行った。しかし、密閉容器３０内部の圧力低下は略減
圧開始後の時間に比例するため、指定した検査減圧値Ｐｋに代えて減圧開始後の指定した
経過時間Ｔｋにおける被検査物Ｍの膨大寸法を計測し、予め指定した閾値と比較して被検
査物Ｍの検査を行うこともできる。
【００３６】
　なお、図２に例示する密閉容器３０内部の圧力並びに容器外壁の膨大寸法のデータは、
検査対象物の容器の材料と寸法、充填液の種類、並びに密閉容器のサイズ、真空ポンプの
容量、及び減圧の到達減圧設定値等により変化する。このように、検査条件が異なれば異
なった曲線のグラフが得られるため、検査条件と被検査物及び装置に適合した適正な到達
減圧設定値Ｐｔ及び検査減圧値Ｐｋを選定して被検査物の検査を実施する。また、前記の
カップ状や袋状の容器の如く膨大寸法を容器の一箇所で計測して被検査物の良否を識別す
る際にも、同様の主旨のテストを予め実施し好適な検査条件を把握して被検査物の検査を
実施する。
【００３７】
　また、本発明によれば、請求項７に記載の如く、容器内にエアースペースが少ないまた
はエアースペースがない容器並びに容器内が陽圧でない容器を被検査物として検査したと
き、密閉容器３０内の減圧に伴う容器両側の膨大寸法の変化量の差異が特に明確に発現し
、良品、密封不良、エア混入過多の被検査物の識別を精度良く実施することが出来る。
【００３８】
　図３は、請求項４の発明に係る被検査物の予備減圧及び復元を予め行ったときの容器外
壁両側の膨大寸法の合計値と圧力との関係を例示するグラフであり、密閉容器３０内の圧
力を一度Ｐ１まで減圧した後に大気圧まで戻す。このとき、容器内の飲料等充填液中のエ
アは減圧過程において予め充填液から分離して、被検査物Ｍの検査時に容器外壁の膨大が
加速され、又、被検査物の状態による差異が明確に現われる。このため、予備減圧を実施
しない場合に比べて短時間に被検査物の差異を計測して、エア混入過多、密封不良、良品
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の識別をより明確に行うことが可能となり、より精度の高い検査を効率よく行うことがで
きる。
【００３９】
　即ち、図２に示す予備減圧を実施しない場合のグラフに比べて、図３の予備減圧を実施
した場合、被検査物の外壁の膨張膨大が短時間に発生して、指定した検査減圧値Ｐｋにお
ける被検査物Ｍの膨大寸法の差が大きくなり、エア混入過多、密封不良、良品の識別をよ
り明確に行うことが可能となり、検査精度及び検査能力を向上させることができる。
【００４０】
　次に、図４及び図５に示す複数の被検査物Ｍを収容する密閉容器を利用した検査装置の
実施例において、検査装置１０は、搬送手段としての搬送コンベヤ２０、２個の密閉容器
３０Ａ，３０Ｂ、減圧手段４０、測定手段５０及び図示省略の演算処理手段６０とを備え
ている。搬送コンベヤ２０は、容器Ｍを密閉容器３０Ａあるいは３０Ｂまで搬送し、検査
後に密閉容器３０Ａ，３０Ｂから排出された被検査物Ｍを下流に搬送する。また、密閉容
器３０Ａ，３０Ｂは、搬送コンベヤ２０上の被検査物Ｍを内部に収容した後に、詳細後述
の如く密閉されて減圧手段４０の真空ポンプと真空配管３５により接続されて、密閉容器
３０Ａ，３０Ｂの内部の空気を吸引して減圧する。
【００４１】
　図４に示す如く、本実施例では密閉容器３０は、２個の密閉容器３０Ａ，３０Ｂで構成
されて、矢印Ｄの如く搬送コンベヤ２０上を間歇的に往復移動し、密閉容器３０の１個、
図示では密閉容器３０Ｂが搬送コンベヤ２０の上方位置に停止する。そして、搬送コンベ
ヤ２０上に停止している密閉容器３０Ｂの出口扉３１Ｂを開放して、内部の複数の被検査
物Ｍを搬送コンベヤ２０上に排出する。その後、密閉容器３０Ｂは、出口扉３１Ｂを閉鎖
して入口扉３１Ａを開放して搬送コンベヤ２０上から複数の被検査物Ｍを受入れて内部に
収容し、点線で示す密閉容器３０Ｃの検査位置に移動する。そして、このとき、他の１個
の密閉容器３０Ａは搬送コンベヤ２０上に移動して、内部の被検査物Ｍの搬送コンベヤ２
０への排出と、新たな被検査物Ｍの密閉容器３０Ａ内部への収容を実施する。
【００４２】
　なお、搬送コンベヤ２０上から新しい被検査物Ｍを受入れて密閉容器３０の内部に収容
する工程は、出口扉３１Ｂを閉鎖して入口扉３１Ａを開放した状態で、搬送コンベヤ２０
の上流側に設置された容器供給装置１５を用いて所定個数の被検査物を数えて供給する公
知の手段で実施される。そして、新しい被検査物Ｍを収容した密閉容器３０Ｂは点線で示
す密閉容器３０Ｃの検査位置に移動して、被検査物Ｍは詳細後述の所定の検査を受ける。
また、同様に密閉容器３０Ｂの位置で新しい被検査物Ｍを収容した密閉容器３０Ａは実線
で示す密閉容器３０Ａの検査位置で検査を行う。即ち、２個の密閉容器３０Ａ，３０Ｂは
、搬送コンベヤの進行直角方向に交互に移動して、搬送コンベヤ２０の両側の検査位置で
被検査物Ｍの検査を実施する。
【００４３】
　図５において、密閉容器３０Ｂ（３０Ａ）は、搬送コンベヤ２０上に密閉容器移動装置
１６に支えられて、詳細後述の如く移動して搬送手段としての搬送コンベヤ２０に交互に
接続されて、密閉容器３０Ｂ（３０Ａ）内に複数の被検査物Ｍを順次収容し、また、検査
終了後の被検査物Ｍを密閉容器３０Ｂ（３０Ａ）内から搬送コンベヤ２０上に排出する。
そして、密閉容器３０Ｂと３０Ａは、移動ブラケット１９に一体に固定されて支持され、
移動ブラケット１９は移動レール２１に滑動自在に支持されている。
【００４４】
　また、図６に示す如く、密閉容器移動装置１６は、支持ブラケット１７に支持されて、
搬送コンベヤ２０及び密閉容器３０Ａ，３０Ｂの上に配設されている。なお、本図におい
ては、密閉容器３０Ａが搬送コンベヤ２０に対応する位置に移動した状態が示されている
。
【００４５】
　図７に示す如く、移動ブラケット１９は、タイミングベルト２３に固定されて、駆動モ
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ータ１８によりプーリ２２を介して矢印の如く移動して、密閉容器３０Ａ，３０Ｂをコン
ベヤ２０の左右方向に移動させて位置決めする。図示の密閉容器３０Ａ及び３０Ｃの検査
位置の下部に配設された密閉板２４は、リフトシリンダ２５で駆動されて上下方向に移動
し、密閉容器３０Ａ及び３０Ｃ（３０Ｂ）の底部を密閉して内部の減圧を可能ならしめる
。また、滑り板２６は、底部が開放されている密閉容器３０Ａ，３０Ｂが左右に移動する
際に内部に収容された被検査物Ｍが円滑に上面を滑って検査位置に移動させる機能を有す
る。
【００４６】
　前述の如く、密閉容器３０Ａ，３０Ｂ内に複数の被検査物Ｍを収容して、複数の被検査
物Ｍを同時に検査する装置においても、基本的には図１において説明した検査工程と同様
の検査を実施する。そして、具体的には図４及び図７に示す如く、測定手段５０Ａ，５０
Ｂをそれぞれの被検査物Ｍに対応して複数個備え、個別に容器外壁までの距離を計測し、
データを演算処理手段６０に送信して個別にデータ処理し、それぞれの被検査物の容器外
壁の両側の膨大寸法合計値を算出して個々に閾値と比較して、それぞれの被検査物の検査
を実施する。
【００４７】
　そして、前述の被検査物の判定結果は、密閉容器３０内のそれぞれの被検査物Ｍの位置
即ち配列順序と対応させた個別データとし、各被検査物に対応する個別のデータとして演
算処理手段６０に記憶される。そして、搬送コンベヤ２０に排出された被検査物が、下流
に搬送される途上で、図示を省略した容器突出し装置等の公知の容器排除装置で、エア混
入過多、密封不良の種別に応じて異なる場所でコンベヤ上から排除される。なお、前記不
良製品をコンベヤ上の同じ場所に排除したり、不良品の搬送コンベヤ２０からの排除に代
えて不良容器発生の信号を出す等の事後処理は、被検査物Ｍを検査する生産ラインの特性
に応じて自由に選定して実施できる。
【００４８】
　なお、被検査物Ｍがカップ状やバッグ状の容器で、被検査物Ｍの例えば上面等、容器外
壁の１点の膨大寸法を計測する被検査物Ｍに対しては、前述の両側の膨大寸法の合計算出
は不要となり、被検査物Ｍの外壁の１点の膨大寸法を計測して被検査物Ｍの検査を実施し
、被検査物Ｍを搬送コンベヤ上に排出した後所定の処置を実施する。
【００４９】
　なお、複数の被検査物Ｍを収容する密閉容器３０が複数配置された実施例として、２個
の密閉容器３０Ａ，３０Ｂが往復移動する場合を説明したが、３個以上配置された密閉容
器３０を鉛直方向あるいは水平方向の軸を中心として回転するロータリー式の構成とする
ことも可能であり、実施例に限定されることなく本発明の主旨の範囲で他の構成の容器の
検査装置を利用することができる。
【００５０】
　以下に、図８において、単一の被検査物Ｍを収容する密閉容器を利用し、円柱状カップ
を被検査物Ｍとした場合の検査装置１０の参考例を説明する。図示の如く、検査装置１０
はロータリー式で矢印の如く回転し、被検査物Ｍは、搬送コンベヤ２０上を搬送されてイ
ンフィードスクリュー１１により割出されて供給スターホイール１２を経由して回転円盤
１３上に供給されて検査に供される。また、検査実施後の被検査物Ｍは、排出スターホイ
ール１４を経由して搬送コンベヤ２０上に排出される。
【００５１】
　回転円盤１３には、詳細後述の上下方向に移動する密閉容器３０が被検査物Ｍの供給位
置に対応して配設されており、密閉容器３０は供給スターホイール１２及び排出スターホ
イール１４の位置においては上昇した状態となり、密閉容器３０に干渉することなく被検
査物Ｍを回転円盤１３上に供給し、また被検査物Ｍを搬送コンベヤ２０上に排出する。
【００５２】
　図９に示す如く、密閉容器３０は上下動ブラケット３９を介してリフトシリンダ３７に
より上下に移動し、被検査物Ｍの密閉容器３０への供給及び排出を可能ならしめている。
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また、真空配管３５並びにロータリー盤３８Ａ、３８Ｂ及び可撓性の真空配管３５Ａを介
して図示省略の真空ポンプで、密閉容器３０内部の空気を吸引して減圧する。そして、密
閉容器３０内部の圧力と測定手段５０で計測した被検査物Ｍの上面の膨大寸法はケーブル
Ｓ１，Ｓ３及び図示省略のロータリージョイントを介して外部に取出して、データ信号の
処理を実施している。符号３６ＡとＳ１Ａはケーブルである。
【００５３】
　なお、前記の密閉容器が複数配置された実施例では、円筒状の被検査物Ｍに対して円筒
状の密閉容器３０を利用した場合を説明したが、本発明は、紙パックや輸液バッグ等の矩
形状の被検査物Ｍに対して矩形状の密閉容器３０を利用する等、実施例に限定されること
なく本発明の主旨の範囲で他の構成の容器の検査装置を利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】この発明の容器の検査を実施する装置主要部の概略説明図である。
【図２】前記減圧過程における容器外壁両側の膨大寸法の合計値と圧力及び経過時間との
関係を例示するグラフである。
【図３】予備減圧及び復元を行ったときの容器外壁両側の膨大寸法の合計値と圧力及び経
過時間の関係を例示するグラフである。
【図４】複数の被検査物を収容する密閉容器を利用した検査装置の実施例としての主要部
平面図である。
【図５】図４の正面図である。
【図６】図４の上部に配置された駆動手段の詳細を示す平面図である。
【図７】図４のＸ矢視図である。
【図８】単一の被検査物を収容する密閉容器を利用した検査装置の参考例を示す平面図で
ある。
【図９】図８のＹ－Ｙ主要断面図である。
【符号の説明】
【００５５】
　１０　検査装置
　１１　インフィードスクリュー
　１２　供給スターホイール
　１３　回転円盤
　１４　排出スターホイール
　１６　密閉容器移動装置
　１７　支持ブラケット
　１９　移動ブラケット
　２０　搬送コンベヤ（搬送手段）
　２１　移動レール
　２２　プーリ
　２３　タイミングベルト
　２４　密閉板
　２５　リフトシリンダ
　２６　滑り板
　３０，３０Ａ～３０Ｃ　密閉容器
　３１Ａ　入口扉
　３１Ｂ　出口扉
　３５　真空配管
　３６　圧力計測装置
　３７　リフトシリンダ
　３８Ａ，３８Ｂ　ロータリー盤
　３９　上下動ブラケット
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　４０　減圧手段
　５０，５０Ａ，５０Ｂ　測定手段
　５１，５２　計測装置
　６０　演算処理手段
　Ｋ１　容器外壁
　Ｋ２　容器外壁
　Ｌ１～Ｌ３　膨大寸法
　Ｌｍ　密封不良寸法
　Ｌｒ　良品限界寸法
　Ｍ　被検査物
　Ｐｋ　検査減圧値
　Ｐｔ　到達減圧設定値
　Ｓ１～Ｓ３　ケーブル
　Ｔｋ　経過時間

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(13) JP 4353860 B2 2009.10.28

【図７】 【図８】

【図９】
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